
一般会計等財務書類における注記 

 
１ 重要な会計方針 

 
(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・・・・再調達原価 
イ 昭和 60 年度以前に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価 
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・再調達原価  

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
取得原価が判明しているもの・・・・・・・・取得原価 
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・再調達原価 

 
(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・償却原価法(定額法) 
② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 
イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・取得原価 

③ 出資金 
ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 
イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・出資金額 

 
(3) 有形固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・定額法 
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 6 年～50 年 
工作物・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 年～75 年 
船舶・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 年 
物品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3 年～30 年 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・定額法 
なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

ソフトウェア・・・・・・・・・・・・・・・ 5 年 



③ リース資産 
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以 

内のリース取引及びリース総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引 
を除きます。） 
・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転以外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
・・・・・リース期間を耐用年数とし、評価をゼロとする定額法 

 
(4) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 
市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体(会計)に対するものについ 

て、実質価格が著しく低下した場合における実質価格と取得価格との差額を計上し 
ています。 

② 徴収不能引当金 
債権等（未収金、長期延滞債権、貸付金、長期貸付金）の不納欠損による損失に 

備えるため、不納欠損実績率により、徴収不能見込み額を計上しています。 
③ 退職手当引当金 

退職手当債務から島根県市町村総合事務組合への加入時以降の負担金の累計額か 
ら既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、島根県市町 
村総合事務組合における積立金額の運用益のうち隠岐の島町へ按分される額を加算 
した額を控除し計上しています。 

④ 賞与等引当金 
職員の期末・勤勉手当（共済費を含む）の支出に備えるため、翌年度６月支給予定 

の期末手当・勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、そ 
れぞれ本会計年度の期間に対応する部分の金額を計上しています。 

 
(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及 

びリース総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 



(6) 資金収支計算書における資金の範囲 
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（隠岐の島町資金管理方針にお 

いて、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。） 
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金 

の受払を含んでいます。 
 

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 
① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品及びソフトウェアについては、取得価格又は見積価格が５０万円（美術品は 
３００万円）以上の場合に資産として計上しています。 

② 上記以外の固定資産の計上基準 
建物や工作物など物品以外の資産についても原則として取得価格または再調達原 

価が５０万円以上の場合に資産として計上しています。また、土地については、物 
品・建物・工作物等の償却資産（減価償却を行う資産）と異なり、非償却資産（減 
価償却を行わない資産）であることから、原則として全ての土地について資産とし 
て計上しています。 

③ 資本的支出と修繕費の区分基準 
資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が５０万円未満であるとき、又 

は法人税基本通達 7-8-1（資本的支出の例示）や法人税基本通達 7-8-2（修繕費に含 
まれる費用）等をもとに資本的支出と修繕費を区分しています。 

 
２ 重要な後発事象 

 
(1) 重要な業務の改廃 

布施へき地診療所特別会計と五箇へき地診療所特別会計については、令和６年度よ
り隠岐広域連合に移管することとなったため、令和６年度より廃止されます。 

 
(2) 組織・機構の大幅な変更 

   該当なし 
 
(3) 地方財政制度の大幅な改正 

   該当なし。 
 
(4) 重大な災害等の発生 

 該当なし。 
 



３ 追加情報 
 
(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 
一般会計 
布施へき地診療所特別会計 
五箇へき地診療所特別会計 

② 出納整理期間について 
財務諸表は、3 月 31 日を基準日として作成していますが、地方自治法第 235 条の 

5 に規定する翌年度 5 月 31 日の出納閉鎖までを出納整理期間とし、出納整理期間に 
おける歳入及び歳出並びにこれに伴う資産及び負債の増減等を反映した後の計数 
をもって会計年度末の計数としています。 

 
③ 地方公共団体における健全化判断比率の状況 

実質赤字比率         － 
連結実質赤字比率       － 
実質公債費比率     １１．５％ 
将来負担率      １３７．２％ 

④ 繰越事業に係る将来の支出予定額 
繰越明許費（地方自治法 213 条）   1,091,413,000 円 
事故繰越額（同法 220 条第３項）      93,286,800 円 

 
(2) 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです 
ア 範囲 

令和 5 年度予算において、財産収入として措置されている公共資産 
イ 内訳 

該当なし 
② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準 

財政需要額に含まれることが見込まれる金額     24,818,139,000 円 
  



 
③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は 

次のとおりです 
ア 標準財政規模                     8,603,419,000 円 
イ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  2,067,853,000 円 
ウ 将来負担額                     38,886,617,000 円 
エ 充当可能基金額                    3,814,535,000 円 
オ 特定財源見込額                    1,268,462,000 円 
カ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額    24,832,105,000 円 

  
(3) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産形成分及び余剰分（不足分）の内容 
① 固定資産形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上して 
います。 

② 余剰分（不足分） 
純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 
(4) 資金収支計算書に係る事項 
 ① 基礎的財政収支  -783,991,242 円 
 ② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 
歳入歳出決算書 18,850,110,472 円 18,522,692,801 円 
財務書類の対象となる会計の範囲の
相違に伴う差額 

51,395,714 円 51,104,158 円 

繰越金に伴う差額 -193,186,773 円 - 
地方自治法第 233 条の 2 の規定によ
る基金繰入額 

- 130,000,000 円 

一般会計等相殺 -14,220,000 円 -14,220,000 円 
資金収支計算書 18,694,099,413 円 18,689,576,959 円 

 
  



 
 ③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

資金収支計算書 
    業務活動収支                1,208,347,621円 

投資活動収入の国県等補助金収入       861,391,074円 
投資活動収入のその他の収入                173.335,396円 
未収金の増減額                 1,620,203円 
長期延滞債権の増減額                -1,471,847円 
満期保有目的以外の有価証券の増減       -1,927,454円 
長期貸付金の増減               -4,764,918円 
地方債の増減                    -1円 
減価償却費                -5,042,120,759円 
賞与等引当金増減額               -4,711,878円 
退職手当引当金増減額            -83,574,461円 
徴収不能引当金（固定）増減額         -3,375,330円 
徴収不能引当金（流動）増減額           28,965円 
投資損失引当金繰入               -33,515,163円 
資産除売却損益              -23,985,099円 

純資産変動計算書の本年度差額         -2,954,723,651円 
 

 
④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 
なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 
一時借入金の限度額    3,000,000,000 円 
一時借入金に係る利子額        0 円 
 


